





















































拠点が事業全体に占めるウエイトは各社とも大きく、2013 年 3 月期ではトヨタ、日産、ホンダと
も当期純利益ベースで 2 割前後を中国で稼ぐはずだった（図表 1 左欄）。とりわけ、日産は世界の
販売台数の 4 分の 1 が中国で占められるほどに中国依存度が高い（図表 1 中欄）。その日系自動車
メーカーの生産・販売台数が大きく減少し、2012 年 9 月の販売台数が前年同月比で軒並み 4 割前
後の減少となったのである（図表 1 右欄）。 
 
図表 1 日系自動車メーカーの中国依存度と中国事業計画 
連結 中国 中国比率 世界 中国 中国比率
トヨタ 8700 1815 20.9 709.7 80.2 11.3 ▲48.9
日産 4090 1023 25.0 484.5 124.7 25.7 ▲35.3
ホンダ 5140 818 15.9 290.9 62.4 21.5 ▲40.5
スズキ 790 19 2.4 256.0 29.6 11.6 ▲49.0






 （注 1）トヨタ、ホンダの販売台数は 2011 年暦年。 
















通信 2013 年 1 月 5 日）。 
 日中問題が長野県進出企業におよぼす影響と示唆 9






























































































多く、同社（常熟）の売上構成は車載部品が 1/3 強、液晶（バックライト）が 1/3、カメラ・OA が























































































































図表 4 中国での今後のビジネス展開 
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